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名誉館長・館長声明

2010年10月21日

オバマ政権下の核実験について 
─「核兵器のない世界」への前進を─

立命館大学国際平和ミュージアム　　名誉館長　安斎　育郎
館長　高杉　巴彦

　私たちは核兵器廃絶を願い、常設展や特別展でも核問題を取り上げてきました。当ミュージアムも加
盟する日本平和博物館会議は、昨年11月11日（世界平和記念日）、「オバマ米大統領のプラハでの演説に
敬意を表」し、「核廃絶・恒久平和に向けた取り組みに一層邁進すること」を誓って共同声明を発表し
ました。また、今年5月にジュネーブで開かれた「平和のための博物館国際ネットワーク（INMP）」理
事会に、当ミュージアムから選出されている理事を通じて「核兵器廃絶についての声明」（案）を提案
するなど、国際社会にも積極的に核兵器廃絶を訴えかけてきました。本年は4月7日～ 5月26日、広島市・
長崎市が共同制作した「ヒロシマ・ナガサキ原爆ポスター展」を開催し、去る10月15日には映画『ひろ
しま』の上映会を開催、10月26日～ 12月18日の特別展「ピース・コレクション」でも核兵器関連の収
蔵品を展示するなど、「核兵器のない世界」をめざす活動を心がけています。 
 　伝えられるところによると、去る9月15日、アメリカのオバマ政権は、核廃絶への国際的な期待に背
いて、初めての核実験を実施したということです。国家核安全保障局（NNSA）の発表では、「核戦力
の維持」のための「臨界前核実験」だったということです。 
　一般に、核実験の目的には、3つあるといわれます。第1は配備中の核兵器の性能チェック、第2は核
爆発の影響力の調査、第3は新たな核兵器の開発です。今回の核実験は「保有する核兵器の信頼性と安
全性の維持に必要な情報を得るため」、つまり、第1の目的とされています。 
　また、核兵器は、高性能火薬の爆発による衝撃波でウランやプルトニウムを「臨界状態」にし、核分
裂連鎖反応を誘発して破壊的なエネルギーを放出させます。今回の実験は、高性能火薬の衝撃波に対す
るプルトニウムの反応を観察し、連鎖反応が起こる直前で反応を止める「臨界前核実験」という方法が
とられたため、爆発による地震波が他の国々で観測されることもありませんでした。 
　核兵器をなくすためには、「核実験の禁止」や「核兵器の先制使用の禁止」といった「部分措置」だ
けではなく、核兵器の製造・実験・配備・使用などを全面的に禁止するための条約づくりのような「全
面措置」が必要です。有効な「部分措置」と、核廃絶の「全面措置」を結びつけて追求することが大切
です。「全面措置」を追求せずに「部分措置」だけを追求したのでは、核保有国が抜け道に逃げるだけ
であることを、私たちは「部分的核実験禁止条約」でも経験したところです。1963年、大気圏・水圏・
宇宙空間での核実験を禁止する「部分的核実験禁止条約（PTBT）」が締結されましたが、米ソなどの
核保有国は実験場を地下に移して核兵器開発を続けたため、核軍備競争はその後も続けられました。国
際社会は地下核実験も含むあらゆる核爆発実験を禁止する「包括的核実験禁止条約（CTBT）」の締結
を求め、1996年9月の国連総会で採択、日本も1997年に批准しました。しかし、アメリカ上院は、1999
年10月13日、包括的核実験禁止条約の批准を拒絶したため、世界最大の核兵器国アメリカは、イスラエ
ル・インド・パキスタン・北朝鮮・中国などの核保有国とともに今なお批准するに至っていません。 
 折しも2009年に誕生したオバマ政権は、「核兵器のない世界を求める」と表明し、包括的核実験禁止条
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約についても「上院に批准を勧める」と表明しました。原爆被爆者を含む世界の人々がこの言明に期待
を寄せていましたが、今回の核実験はこうした期待を裏切り、オバマ政権下のアメリカが引き続き「核
爆発を伴わない臨界前核実験は許容される」という考え方のもとに核抑止力の維持に執着する姿勢であ
ることを自ら暴く結果となりました。 
　立命館大学国際平和ミュージアムは今回のアメリカの核実験を批判するとともに、今後とも国内外の
平和博物館と共同して、核兵器のない世界を求める世論をいっそう高めるために努力するつもりである
ことを表明します。 

2010年10月21日 
 
※10月21日は「国際反戦デー」（ベトナム反戦運動の中で日本の労働運動が1966年に提起)であるととも
に、1943年のこの日、多くの学生が東京・神宮外苑で行なわれた学徒出陣式で戦場に送り出されていっ
た記憶すべき日でもあります。 
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名誉館長・館長声明

2010年11月24日

朝鮮半島の南北衝突についての緊急声明
立命館大学国際平和ミュージアム　　名誉館長　安斎　育郎

館長　高杉　巴彦

　伝えられるところによると、2010年11月23日午後、韓国が北朝鮮（朝鮮民主主義人民共和国）との軍
事境界線と位置付ける「北方限界線（NLL）」近くの韓国領ヨンピョンド（延坪島）に対して、北朝鮮
側から170発もの砲弾が撃ち込まれ、韓国兵士2人が死亡、十数人が重軽傷、民間人も2人が死亡しました。
これに対して、韓国側も約80発の砲撃で応戦し、朝鮮戦争の休戦状態下にある韓国・北朝鮮間の軍事的
緊張が高まっていると言われています。
　私たちは、「過去と誠実に向き合い、現実を直視し、平和な未来を創造すること」をめざす平和博物
館の立場から、以下の諸点を求めます。

（１） 軍事的緊張を高める今回の北朝鮮の行動は許されるものではなく、政府機関および非政府機関は、
国の内外で、軍事的緊張のこれ以上の深刻化を回避するために可能な具体的行動を速やかにとる
よう努力すること。

（２） 政府機関および非政府機関は、事実関係の究明とともに、挑発的・煽動的言動の自制につとめ、
敵対的な世論を煽り立てるような行動を慎むこと。

（３） あわせて、日本政府が、今後韓国・北朝鮮との関係改善に努めて、北東アジアの平和と安全に関
わるこうした問題について積極的な外交上の役割を果たせるよう努力すること。

　当国際平和ミュージアムとしても、これまでの国内外の平和博物館関係者との共同によって培われた
ネットワークを通じて、軍事緊張の拡大を防ぐための可能な行動をとるよう呼びかけるものです。それ
らの行動としては、事実関係の究明や挑発的・煽動的言動の自制を求める声明やメッセージの発信、事
実関係に関する最新情報や内外の平和的努力を紹介する活動、情報や意見を交換するための機会づくり
などが含まれますが、当館としてもその具体化のために引き続き努力をしていきます。

以　上
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24 November, 2010

Urgent Statement on the Military Friction
between North Korea and South Korea

Ikuro ANZAI (Honorary Director) & Tomohiko TAKASUGI (Director)
Kyoto Museum for World Peace, Ritsumeikan University

According to recent reports, North Korea (Democratic People’s Republic of Korea) bombarded Yeonpyeong 
Island within the territory of South Korea near the Northern Limit Line (NLL), a disputed maritime 
demarcation line in the West Sea, with some 170 shells, driving 2 soldiers and 2 civilians to death and 
injuring more than 10 people. South Korea responded to this by firing some 80 shells. The situation provoked 
anxiety among people about the escalation of military confrontation between North Korea and South Korea 
under suspension.
We would like to appeal to the world the following points as one of the peace museums which attach 
importance to facing the past faithfully, looking straight at realities, and making sincere efforts for a more 
peaceful world.

 1.  North Korea’s conduct that escalates military tension should never be admitted. Governmental and 
non-governmental organizations in Japan and abroad are expected to take prompt and concrete 
actions for preventing the situation from becoming worse.

 2.  Governmental and non-governmental organizations are expected never to take inflammatory or 
provocative actions in this explosive situation, and should strictly restrain themselves from stirring 
up hostilities.

 3.  We hope Japanese Government will make active endeavors for creating international environment 
in which Japan can positively contribute to peace and safety in northeast Asia through the efforts 
for improving relationship with North Korea and South Korea.

   We cordially encourage peace museums throughout the world to take possible actions to mitigate military 
tensions that endanger world peace. Examples of such action are: (1) issuing statements or sending messages 
requiring fair and impartial fact-finding and requesting people not to fall into incendiary behaviors, (2) 
informing people of the latest news about what happened and what is happening, or introducing peace-
oriented activities of individuals and groups throughout the globe, (3) creating occasions for exchanging 
views and opinions. We will continue to make efforts to put our ideas into action for improving this critical 
situation.


